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１．はじめに

工事費の積算において計上している共通仮設費の中には、運搬費、準備

費、安全費、技術管理費等いろいろな項目がありますが、安全対策費等を

計上できる「安全費」について、できるだけ積算の透明性を図れないかと

考えまとめてみました。

２．安全費の計上方法について

（１）土石流対策費

土石流の到達するおそれのある現場では、安全対策を実施することと

しているが、その積算については変更契約時に施工実績に基づく見積も

りを参考とし計上している。

なお、残存価値があるものについては損料率により算定を行っている。

具体的には下記のとおりである。

①ワイヤーセンサー

ワイヤーセンサーの損料率は下表のとおりとしています。

期 間 損 料 率

３ケ月未満 １０％

６ケ月未満 １０％

１年未満 １５％

２年未満 ３０％

３年未満 ４０％

※損料率については、土木工事標準積算基準書（共通編）の仮設電力

設備工の電力設備の損料率より、「電線類」を使用した。

ただし、土石流等でワイヤーが切断された場合は、「全損」で計上

し、再度、新しいワイヤーセンサーを設置した日から撤去するまでの

期間を「損料」で計上します。

ワイヤーセンサー以外にも、使用不能となった機器については、全

損とします。



②監視モニター（監視カメラ等）

メーカーよりリースされている現場もあると思いますが、「購入価格」

に対して下記損料をかけたものとしています。

また、サイレン・スピーカー・回転灯等の警報設備についても、下記

のとおりとしてしています。

期 間 損 料 率

３ケ月未満 １０％

６ケ月未満 １５％

１年未満 ２０％

２年未満 ３０％

３年未満 ４５％

※損料率については、土木工事標準積算基準書（共通編）の仮設電力

設備工の電力設備の損料率より、「器具類」を使用した。

③雨量警報システム等

雨量警報システム等、広域な気象状況把握のための情報収集機器につ

いては下記のとおりとしてしています。

期 間 損 料 率

３ケ月未満 １０％

６ケ月未満 １５％

１年未満 ２０％

２年未満 ３０％

３年未満 ４５％

※損料率については、土木工事標準積算基準書（共通編）の仮設電力

設備工の電力設備の損料率より、「器具類」を使用した。

（２）交通誘導員、土石流監視員、

主に生コン車等の、公道への出入りの際の、誘導に要した日数を計上。

単位は「人日」としている。施工実績からは「○○時間」で上がって

くる場合が多いが、○○人日に換算する。

また、土石流監視員についても同様の考え方としている。

（例）

８０時間の場合

８０時間÷８時間／人日＝１０人日

※補足

平成19年４月１日より、交通誘導員を配置する場合は「検定合格

者」（交通誘導警備検定の合格者）の配置が必要となります。岐阜

県内では、国道41号、国道156号のみ。詳細については、「警備業

法の一部を改正する法律」を参照。



３．流域情報マップの作成

今年度、当事務所では「神通川水系砂防 流域情報マップ」（右図参照）

を作成しました。その中には、「過去 10年間の気象」、「既往災害」、「高原
川の地質概要」などが詳しく紹介されています。少しでも工事現場の渓流の

情報収集に役立てていただければと思います。

事務所及び栃尾出張所に配備しています。
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地質概要

４．おわりに

砂防の工事現場では、当初、想定していなかった危険箇所が、工事着手し

てから危険と判断される場合もあるので、必要と思われる安全対策費は積極

的に提案、協議していただきたいと思います。


